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減価償却の本質と減価償却基金の「拡大効果」
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はじめに

佐藤朋子

減価償却の問題は会計学・経営学の研究領域における重要な課題の一つで

ある。会計学においては主に固定資産の再評価問題，減耗資産の償却問題，

減価償却基金の「拡大効果jをめぐる問題を中心に減価償却が論議されている

し経営学においても企業財務論では減価償却基金の用途が論議の一つの焦

点となっている。このように多方面に渡って論議されている減価償却の諸問

題を解決するためには，まず、最初に減価償却の本質を正しく把握することが

重要となる。周知のように，現実の企業財務・会計の実務で行われている減

価償却はその本質から全く逸脱したものであるといわれている。しかしなが

ら，この現実の減価償却が本質からいかに逸脱し，そのことがし、かなる役割を

果たしているかを指摘し批判し得る為には，本質把握が前提とならねばなら

ない。したがって，単に「現実の公表会計とその理論]を研究対象とするので

は，上掲の諸問題を完全に解明し得ないであろう。なぜならば，1会計論理に

よる裏づけの合理化」とは，会計論理によって現実の企業会計の実務・制度
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をいかにも本宣言ど反映しているもののように見せかけ「令理化Jずることだか

らである。そして上識の諮問艇に鴎しでも，この「合理fじが突はいかに本賢

から議院・翠曲されたものて、あるかを論証した上で，そのよう

生み出す現実の企業会計額度の来たす役割を明らかにする必要があるからでち

ある。たとえばよ掲の る減価撲部基金のいわゆる

についても，減髄償却の正しい本繁肥握にもとづいて考察するならば，その

「拡大jの内容が明らかとなり，1単純な再生践を意味?るはずの減額綾部が

資本の拡大として作用jするというような言葉は誤解を拐くものとして

せられることになるであろう。

し 明確この小論の回

ると -制度・理識における減価償却の本費

からの逸脱・盗曲の過程とその役離を解明すること，第二コこ，かかる減価償

却の本繋把握を基礎に減摘撞持基金の「拡大効果jをめぐる論争た検討し

ヲー、論 き「拡大jの内容を解明することにある。

ii1) 営上一次j 281J主

2) 営上一~ WB:ヰ立の:企業会計~， 19主主

3) 馬場克三三 F減価償却論j，336J.'ミ， (傍J訟は筆者〉

減価接持母本質と減髄{賞邦議念;の拡大

(1) 減filli償却の客緩的経済的基機及ぴぶ繋

減値償却の客観的経済的議礎を考祭するためには，住建過較における不変

資本合間定資本及び、諸説;資本とL、う形態競走により区別して認識する

あるo 不変資本?なわち生産手設の形態℃投下された資本部分は，労警護によ

って媒介されてその鏑誌をど生産物へ移譲する。この不変資本のうち補肪材

料，原料，半製品は，原則的には，それが入り込む労働過程で全部前に消費

され，その使用期務やその自立的使用形態、を維持しなL、しかるに，不変資

本のうち労欝煎建物，機械設綴等〈労働手段と総称されるもの〉は，

程におし、てその一定の使用形態をどその科郊によって生み出される主主産物に対
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立して維持する。すなわち，これらの労働手段は労働過程へは全部的に入り

込むが，価値増殖過程へは部分的にのみ入り込むのである。生産過程に於て

労働手段の価値の一部分はその機能したがって消耗につれて生産物に移行す

るが，他の部分は労働手段に固定されたままである。したがって資本価値の

うち労働手段の価値の流通は独自性を有する。労働手段に投下された資本部

分は，その使用形態において流通するのではなく，その価値のみが流通する

のであり，しかもその価値は労働手段から生産物に移行するにつれて漸次

的・断片的に流通するのである。このような価値流通の独自性により，労働

手段に投下された不変資本部分は固定資本という形態規定を受け，他の不変

資本部分は流動資本と規定される。

以上のように，生産手段のうち労働用建物・機械設備等(労働手段〉は，

その価値流通様式の独自性によって、流動資本と区別され固定資本という形態

規定を受けるのである。この固定資本については，r同じ生産手段が同じ生産
過程において労働過程の要素としては全部的に計算に入り，価値形成の要素

としては部分的にのみ計算に入る」ということができる。そしてこのような

生産過程で機能する固定資本の独自的な価値流通様式にこそ減価償却の客観

的経済的基礎が存在するのである。この減価償却の客観的経済的基礎を理解

することは減価償却の本質を考察するための不可欠の条件で、ある。次にこの

点をふまえて減価償却の本質について述べておられる木村和三郎教授，馬場

克三教援，宮上一男教援の諸見解を検討してゆこう。

木村教授は『新版減価償却論』の中で「減価償却の本質的理解」について

次のように述べておられる。固定資産の価値や原科の価値が生産物の価値に

入り込むのは，すべてこれらが「生きた労働」によって生産的に消費せられる

からである。生産的労働によって生産的に消費されることにより，消費せら

れた物の価値は新らしい生産物の上に移行するのである。その移行の形態に

おいて原料その他の流動資産と固定資産との聞に根本的な相異がある。固定

資産は一回かぎりの使用によって消費せられるものではなく，繰り返し使用

せられて長年にわたる生産的使用の後消滅するO これが固定資産の特質であ



42 (636) 経済学研究 会務4与ラ

るとともに，原料その抱の掩動資産量と質的に呉なるところである。すなわち，

調定』といい，流動Jと称するのは，……素材，すなわち使用価値物の生

産霊的消費と， {i筒i陸移転の形態との相災によるので、あり，簡単にいえば歩儲値

菌訟の相異勺あるム溜定資産設は， f使用{函f直物としては一体とし〆てそ

が生産過程に投げ込まれながら，価値形成の過程においては，すなわち{前線

物としては部分的にのみ弘陵過懇に参加する。つゴどり，

において使用価値とし

したがって， r減罷畿支p，
しながら， 節能としては流通するのであるム

、えば有形闘定資産主の誠舘償却は， 上認し

たような生産渦程におし、て体現する経済的性質のゆえに行なわれる

であって，減毅撲郊の王子続は，その基本的形式において，このよう

おける有形間定資産の鏡誼移転の計算的反挟であるJ。

以上のように木村教援は，まず生産手段の髄{直の生産物への嬬f直移転は生

産能労動により媒介dれることラ次に価値移転の形強的相異による密定資産

と琉動資産との区部，そして減悩償却が有形間定資産の儲鐘移転溺程の計算

的反駿であることを指擁されている。しかも，

るとし，教授が臨定資産〈資本〉とL寸言奨を用し、るときには，いわゆるパ

ラドキシカんな術絡である「無形樹立足資産jを援密に徐外しておられる。そ

して，減価般公[Jを行いうるための不可欠 として次の項誌をあげ、ておら

れる。1) としての使用価値物が， 、て

として使用消耗4せ金られ

宅なともつたE曳怠産物が住産せられていること， 3)そして再者間における怒龍の

移転の契機として f在建的労働」が一切の生態諸関係を担って，自らな生産

的に消費すること。このような木村教援の減鏑後郊の本質についての設現は

議{菌検却の客鋭的経済総基礎を瀬察したすぐ、れた説明であるといえる。

わち， ，有翠富主主紫産は使用嬉値物としては一体としてその全部が生産道

に投iデ込まれながら，簡植物としては部分約にのみ生産退較に参加する。こ

のことが滅髄慣却の答観的経済的基礎であり，このような生産過程における

有形悶定資産の健龍移転の過穏をど計算約に反映性んとするものが，減{問後却
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の本質なのである。しかも，固定資本の価値移転の契機として「生産的労働」

が強調されているのである。

馬場教授は『減価償却論』の中で次のように述べておられる。企業の外部

から何らの撹乱的作用も働かないとすると，固定財産の価値減少は固定財産

の生産的使用によってしか起らなし、。この場合にはこの固定財産の価値減少

分はその生産物の価値の上に再現している。このような減価は最も基本的な

形態の減価であって，これを価値移転的減価と呼ぶ。そして，r最も単純化さ
れた前提の下において考えた減価償却なるものは，固定財産の生産物への価

値移転として規定されうる」のである。他方において，企業の外部から来る撹

乱的作用一一固定財産の再生産価格の低落，同一目的に役立つより優れた発

明の出現，天災その他偶然的災厄の作用等ーーーによって生じる固定財産の価

値減少がある。これは財産的減価と名付けられるが，この減価は価値の移転

から起るものではなく資本減少となり，企業家の利潤によって負担されるも

のである。したがって，財産の減価は価値移転的減価と財産的減価とに峻別

されねばならないのであり，前者のみが価値形成的であり，客観的な社会事

実として事柄を見る限りにおいてはこの価値移転部分の計算が減価償却の基

礎である。

ここでは教授は減価償却の考察を固定財産の減価原因から始めておられ

る。そして，生産的労働と直接結びついた固定財産の減価は価値移転的減価

であり価値形成的減価であり，この価値移転部分の計算が減価償却の基礎で

あると云われる。この説明の限りでは減価償却の本質について，馬場教授と

木村教授の考察の聞に大きな差異はないようにみえるのである。

しかしながら，u近代会計学大系XJ]の第四章「減価償却論」における馬場
教援の説明はこれとは少し異っている。ここでは動態論的な立場に立つ減価

償却論の批判が主要論点となっている O そのためなのであろうか，教援の減

価償却の本質についての説明は固定資産のもつ独特な性質のみを強調してい

る。すなわち，r減価償却というのは…固定資産としづ特殊の資産がもっ独特

の性質から規定されて出てくる費用であり，かっそれにもとづく把握の方法
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である」。したがって，1固定資産としづ概念を実質的に，流動資産との本質的

な相呉を認識した上で，減価償却概念の基礎とする」ことが肝要である。「そ

れは減価償却を固定資本の回転として理解するということであり，この理解

に立ってこそ減価償却の正しい費用論的接近が可能であるばかりでなく，そ

の資金論的接近の道も聞ける」のであると。但し，ここでも教授は，固定資

本の「価値移転的減価」は「その生産的使用により固定資本の価値の一部が

その生産物に移転するがゆえに生ず、る」と指摘されている。しかしながら次

に続く節である「回収計算の独立化と過大償却」及び「減価償却基金の拡大

効果」の論述の中においては，r生産的使用」による減価=生産的労働と直接
結びついた減価とし寸重要な点が脱落しているように思われる。この点の脱

落は特に減価償却基金の「拡大効果」についての後に問題となる結論に導いて

いる。この検討は後章に譲ることとするが，馬場教援の『減価償却論』にお

ける本質についての考察では，木材教授が強調されている「生産的労働」が固

定資産から生産物への価値移転の契機として不可欠であるという点の把握が

弱し、といえる。しかも，r近代会計学大系Xjにおいては「資金論的接近」を
強調するあまり，この点を脱落せしめているといえるのではないだろうか。

宮上教授の減価償却の本質についての説明は，まず『企業会計制度の構造』

の第四章「経済過程と会計現象一一減価償却について一一」により検討しよ

う。教援は次のように云われる。減価償却を問題とする場合，経済過程とし

ての問題と，会計現象としての減価償却問題とは区別されなければならな

い。両者の関係はいわば本質と現象との関係のごときものである。この本質

である経済的現実的減価償却現象については次の点が指摘される。1)減価

償却は，固定資産(たとえば機械〉に投下された資本の部分的回収過程その

ものである。 2)この投下資本の部分的回収過程の根拠となるものは，機械

の価値の製品への部分的移転，したがってまた，その移転分の製品売却のさ

いの価値実現分にほかならないと。ここにおける教授の減価償却の本質説明

においては，固定資本と流動資本の相呉の指摘及び価値移転過程における生

産的労働の役割の指摘がなされていなし、。ここでは会計現象としての減価償
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却と経済過程としての減価償却の区別だけが問題とされている。このこと

は，1会計科学の対象として分析せらるべき現実は，現実の公表会計とその理

論とである」といわれる教援の見解に基いているといえよう。この見解によ

れば，減価償却については会計現象としての減価償却が会計学の対象とな

り，経済過程としての減価償却は研究対象とならないことになろう。

しかしながら，1たんなる支えであるから，経済現象それ自体ではなし、」と

ころの公表会計が，たとえば企業課税，支払配当，独占価格のような経済現象

を「合-理化し裏付け」ていることを論証するためには，経済過程そのものの

分析が必要であろう。なぜならば，会計理論が公表会計の現実を合理化し裏

付けるということは，理論によってあたかも公表会計の現実が経済過程を認

識し，反映した計算を行っているかのように偽装することに他ならないから

である。したがってこの偽装を論破するためには経済過程の分析も会計学の

対象とせざるを得ないのである。

そしてまたこの点については，教授自身が『工業会計制度の研究』におい

て，1そもそも，会計実践が，個別資本の運動をとらえるものである以上」と

いわれていることと矛盾しているといえる。しかも同書の補論「原価理論」で

は，1本来の原価と資本家的原価との関係」を明らかにすべく「本来の原価」

= 1商品の社会的価値又は社会的原価」の分析がなされている。なお，この

補論において減価償却についても次のように云われている。「生産行程におい

て捉えられた減価償却，別言すれば本質としての減価償却とは……労働過程

における労働手段の機能の様式としての使用価値の部分的消費(磨滅)に基く

ところの，価値増殖過程におけるこの不変資本分(労働手段の価値)の生産

物への価値委譲の様式すなわち部分的価値委譲にほかなら」なし、。そしてこ

こでの説明では，固定資本である労働手段と流動資本である労働対象とが，

その価値委譲様式のうえで区別せられ，しかもいずれも不変資本としてそれ

自体の価値を具体的労働によって生産物に委譲するだけである点で性質を同

じくするものであると強調せられている。すなわち， 1価値増殖行程におい

て可変資本分は，価値を創造し，不変資本分は元の価値を委譲するにすぎな
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ぃ」のであり J根本的には可変資本の重要性が，依然強調されねばならな

い」と。このような減価償却の本質規定が，最近の教授自身によってその研

究対象からはずされてきていることは，まことに残念なことである。このよ

うないわゆる経済過程の分析に基いてこそ，現実の公表会計とその理論の性

格とその果たす役割もより明確にできるといえるのではないだろうか。

以上のように木村教援，馬場教授，宮上教援の見解を検討することによ

り，われわれは減価償却の本質について次のようにいうことができる。すな

わち固定資本(有形固定資産〉は使用価値物としては一体としてその全部が生

産過程に参加しながら，価値物としては部分的にのみ生産過程に参加する。

このことが減価償却の客観的経済的基礎であり，この過程における有形固定

資産の「生産的労働」に媒介された生産物への部分的価値移転を計算的に反

映せんとすることが減価償却の本質である。このような減価償却の本質把握

こそ，r減価償却の具体的問題を解決するための不可欠の指導原理jとなりう
るのである。

(2) 減価償却概念の拡張

現実に行われている企業会計上の減価償却は，いうまでもなく前述した減

価償却の客観的経済的基礎をそのまま反映したものではなし、。それでは減価

償却の客観的経済的基礎と減価償却の現実の会計現象とはどのような関連で

とらえられるべきなのであろうか。この点が次の問題となる。

木村教授は次のようにこの関連を説明されている。「社会経済の全体的立

場J，すなわち社会総資本の立場からみると，減価償却の本質は固定資本の

生産的使用による価値の生産物への移転の計算である。しかし，私経済的

な，すなわち個別資本の立場においては，市場経済のために，換言すれば価

値の実現のために固定資産に投下された資本価値の「回収計算」として把握さ

れる。社会経済における当該企業の業種の平均的生産性水準以下の企業また

はこの水準以上の企業では，たとえ固定資本価値の生産物への価値移転の計

算を行っても，それは実現することができず投下資本を回収するには足りな

かったり，または回収すべき固定資本の消耗部分をこえて超過利潤が実現さ
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れる。したがって個別企業では価値の移転の計算よりも，価値の実現，すな

わち企業の生産性.水準の維持・向上の方が重大である。このように個別資本

の立場では，固定資本価値の生産物への移転の計算が固定資産への投下資本

の価値回収の計算と転位して把握される。

このように減価償却が投下資本の価値回収として把握されると，その実務

上の実践において概念の内容と計算方法の多くの可能性から広範な融通性と

自由操作の余地を聞くことになる。すなわち，減価償却の計算は，比較的長

期にわたって投下される資本の回収計算と定義されるに至り，固定資本のみ

ならず，一方において暖簾，営業権，地上権，専売特許権，実用新案権，意、

匠権，商標権等々，他方において鉱業権，鉱物採取権，鉱山の売買価額，森

林の伐採権の売買代金，漁業権の売買価額等，への投下資本の回収をも包括

するにいたる。そしてここにおける「重大な理論的過誤は，価値移転の媒介

者，すなわち生産的労働の意義を抹殺し去ることである」。しかも，減価償却

が期間計算上の価値回収計算となると，さらに転化して，一時に多額に支出

された費用の繰延計算をも減価償却のなかに包摂するに至る。これが創業

費，開発費，試験研究費の償却にまで，さらに広告費の償却等にまで，およ

そ価値の移転過程とは関係のない費用計算，空費の処理の方法にまで拡張さ

れる。

そのうえ，r企業の年度的期間損益計算の立場からする減価償却はさらに重
大な具体的規定性をくわえることによって，企業財務の立場よりする減価償

却に転化する」。それは，固定資産への支出額はし、ずれは回収しなければなら

ないが，毎年行われる年次決算においては，差しあたりこれを必ずしも費用

に計上しなくても，企業決算に不都合均をひき起さず，したがって企業財務の

ためには影響が乏しいことによる。つまり，r企業財務の立場においては，留
保あるいは回収計算をなしうるときは，その可能な限界にまで償却費を計上

し，計上が困難なときは，償却費計算を中絶することすら合目的な企業財務

的配慮となるのである」。そして，rこれこそまさに，減価償却の本質転換，本
質歪曲以外のなにものでもないのである」と。
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しかも，木村教授は，このような減価償却の本質からの逸脱は，企業の会

計実務で減価償却が行われる当初から存在したと考えておられる。それは教

援の次の言葉からくみとることができる。「減価認識の生成は，直接には生産

工程からはなれた資本の計算としての期間損益計算において，醸成された」

のであり，また「減価償却論がその確立の初めから，その本来の形態から遊

離して取り扱われた」。

以上の木村教援の説明は次の 3点に要約される。①減価償却は，社会総資

本の立場からは固定資本の生産的使用による生産物への価値移転の計算であ

るのに，個別資本の立場からは，価値実現の問題によって，固定資本へ投下

した資本の価値回収の計算として認識される。しかもこの価値回収の計算と

しての減価償却は期間損益計算の立場から問題となったのである。②年度的

期間損益計算の立場からの減価償却は，さらに具体的規定を加えられて企業

財務の立場からする減価償却に転化した。③このような減価償却の本質の転

換・歪曲は，固定資本概念の拡張をもたらし生産的労働の意義を抹殺する

ものである。このような木村教授の減価償却概念の拡張・変質に関する説明

は，非常にすく、、れた考察に基いているということができる。

しかしながら，教授の説明においても次のような疑問が残らざるを得な

い。①個別資本の立場からは，減価償却はその当初から固定資本に投下され

た資本の価値回収として認識される。それなのに資本制生産における個別企

業に対して，r固定資産の減価償却を生産工程における価値移転の過程として
取り扱うときは，その償却額，すなわち価値移転額の測定，計算は，その本

質にしたがって精密に行なわなければならなし、」ということがどのような意

味を持ちうるのであろうか。②いわゆる「無形固定資産」や「減耗資産」が減

価償却の対象に含められるのは，価値回収視点のためなのか或いは企業財務

の立場のためなのか明確でない。(前者からの理由が前掲書の50頁に，また後

者からの理由が67頁で説明されている〉。③減価償却の企業財務の立場=からの

本質転換は，株式会社制度の一般化としづ現実の社会的規定性を受けて重要

性を持つといわれる。しかし独占の形成，確立によってこの本質転換・歪曲
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が激化したという点の指摘がなし、。企業財務の立場からの減価償却における

恋意性は独占段階においてとくに有効性を持ち激化させられたといえるであ

ろう。この点では木村教援の減価償却概念における拡張・変質についての説

明では，論理的具体化は考慮されているが，歴史的段階に応じた考察が不充

分であるといえよう。

馬場教援は，r私経済的な諸々の概念と社会経済的な基礎理論との連絡を具
体的な問題に関説しつつ明らかにする」ことを目的とされているだけに，減

価償却概念、の拡張については次のように明解に説明されておられる。すなわ

ち，減価償却が固定財産の生産物への価値移転であるといえるのは，r客観的

な社会事実」としてみている限わである。「個々の企業家の観点に立つなら

ば，原因の如何を問わず，あらゆる資本の消耗は回収されるべきものとして映

ずる1ものである。なぜならば，個別資本が現実に消耗したところの固定資
本部分は社会的には必ずしもそのまま価値移転としては現われないからであ

る。平均以上に優れた組成の資本と平均以下組成の資本にとっては，その減

価償却分は市場における商品から分析しうる平均的な価値移転的減価部分と

は異り，彼らはそれぞれに特殊的なものを計算するのである。その結果J"企

業における減価償却分の計算は価値移転の計算となり得ずして，価値回収の

計算とならざるを得ないのである」。このように減価償却分の計算が価値回収

の計算と考えられることによりJ企業の損益計算は，・・・・・・価値移転的減価と

財産的減価との差別を払拭するのである」。そしてさらには，r投下資本は早く
回転すればする程，利潤率を大ならしめるからJ，未だ現実に消耗していない

投下資本部分までも回収部分として減価償却に加算されることになる。

そのうえ，企業計算の立場からは固定資本の概念がより広い固定資産及至

設備財産としづ概念に移り行かざるを得なし、。しかもこの固定資産の概念に

おいては，本来の現実的資本の外に単なる収益の価格であるにすぎない土地

とか暖簾などのいわゆる擬制資本が含まれてくる。企業計算がその性質上投

下資本回収計算である限り，企業がそのために貨幣を支出したものであり，

その支出が多数の会計年度にわたって効力を持続する限り，資本が現実的な
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もので、あれ，擬制的なものであれ，企業にとっては何らの差異がなくいずれ

も固定資本と考えられてしまうからで、ある。そしてこのような私経済的な固

定資本概念(=固定資産の概念)は，まだ少なくとも次の事項を内容とす

る。①ある財産に一括的に資本が投下され，且つその資産価値が数個の会計

年度にわたって全部的に又は部分的に未解消のまま存続すること。②その資

産は貨幣価値的には企業計算に部分的に参加し，使用価値的には企業活動に

全部的に関与すること(土地のごときものを除いて〉。そして，r減価償却はこ
のような性質をもった固定資産が企業の費用計算に際して必然的に醸し出す

費用種類であるんところが，上記の固定資産概念のうち，第一の点のみが分

離独立化される傾向がはなはだ強し、。そのため原料等の一括的に購入された

ものや，鉱山や森林等の資源が固定資産と同じ性質のものとして償却の対象

に入れられる。また，単純な前払費用の意味での繰延費用も固定資産と考え

られている。

以上のように馬場教援は減価償却概念の拡張過程を二段階に分けている。

①磨滅なる概念の拡張。客観的社会事実としては価値移転計算であるものが

企業における費用計算では価値回収計算となり，以て磨滅概念が物理的磨滅

から経済的磨滅へ，さらに災厄的磨滅へと拡張されてゆく。②固定資本概念

そのものの拡張。企業計算の立場から私経済的な固定資本概念即ち固定資産

概念への移行，さらに減耗資産，繰延費用をも含むような固定資産概念への

拡張。すなわち，減価償却は社会総資本の立場からは固定資本の価値移転の

計算であるが，個別資本的立場からは固定資産(暖簾や特許権も含む〉の投

下資本の回収計算になっているといわれるのである。しかしこのような教

援の減価償却概念の拡張についての説明に関連して，次のような疑問が生ぜ

ざるを得ない。①価値移転計算が企業計算の立場から価値回収'計算とならざ

るを得ず，そのため磨滅概念の拡張が行われる，といわれるが，ここで重大な

ことは生産的労働の意義が抹殺されることではないのか。馬場教援は，減価

償却の本質把握に関して先にも指摘したように，生産的労働の意義について

の把握が弱L、が，その難点がここでも表われているのではないだろうか。価
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値回収計算であれば，生産的労働に媒介されて価値移転を行っていない有形

固定資産，即ち遊休設備でも投下資本の価値回収計算の対象となる。また磨

滅概念が物理的磨滅から経済的磨滅，さらに災厄的磨滅に拡張されてゆくの

も生産的労働による生産的使用の故かどうかの問題が消失していることに

基くであろう。②企業計算の立場に立てば私経済的な固定資本(固定資産〉

概念の下に暖簾や特許権，さらには新事業計画のための研究費，創業費をも

含めて当然と考えておられる。そして，固定資産の不適切な概念拡張とし

て，減耗資産や繰延費用を固定資産と同一視することに対して批判されてお

られる。しかしながら果して暖簾，特許権，創業費等は固定資産であるから

その減価償却は問題にならないと考えてよいのだろうか。③別府助教授が指

摘された通り，減価償却費の過大計上は投下資本の回転を早くするものでは

ない:この点でも馬場教授の生産過程の考察，ひいては生産的労働の意義の

把握の不充分さが表われているといえよう。

宮上教授は次のようにし、われている。経済的現実的減価償却現象が会計上

の減価償却としての計算上の作業を必随する。この会計上の作業としての減

価償却計算が，会計現象としての減価償却である。会計上の作業としての減

価償却が，その営業に必随するという機縁をいわば利用させられることによ

って，営業から離れた独自の，たんなる会計現象としての減価償却に転化さ

せられるにいたる。このような単なる会計現象としての減価償却は，逆に，

営業そのものに積極的な作用，総じていえば，資本蓄積を促進する作用，をあ

たえるのである。すなわち，1減価償却の経済的な基礎と会計的回収計算とは

別個のことがらであるところから，経済的な基礎から離れた会計的な回収計

算が，おこなわれうる」。現実の経済過程としての減価償却は，会計上の減価

償却のいかんを間わず進行している。この減価償却分をそのまま会計上の減

価償却として計上すれば，現実の減価償却と会計上の減価償却とは一致する。

これが正常な減価償却で、あるといえる。しかるにJこれら両者の減価償却の

一致は，困難であり，両者はますますはなればなれになる可能性がつよし、」。

このように宮上教援は，経済的な基礎から離れた単なる会計現象としての
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減価償却が営業に資本蓄積を促進する作用を与える点を強調される。けれど

も単なる会計現象たる減価償却がその経済的基礎からどのように離れるかに

ついての説明は，木村教援，馬場教援の説明に比べて粗雑で、ある。このこと

は，教援の減価償却の本質論について検討した際にふれたように，本質とか

その質的査曲よりも現実の会計現象の果たす役割が重要なのだという教授の

見解に基因するのである。しかしながら，1経済過程としての減価償却と会計

現象としての減価償却の聞の内的なむすびつきと同時にその分離の関係は，

減価償却にとって本来的なものである」といわれるからには，この点につい

て級密な説明があってよいところであろう。

これまでに，減価償却の客観的経済的基礎と現実の会計現象との関連につ

いて，木村教援，馬場教援，宮上教援の説明を中心に考察してきた。いまや

われわれはこの問題について重要なことは次の点であるといえる。第一に減

価償却の本質をその客観的経済的基礎から正しく把握し，それが現実の企業

会計上に現象している減価償却に変質してゆく必然性とその両者の差異を明

らかにすること。減価償却は総資本的視点からは固定資本の生産的労働に媒

介される生産物への価値移転をその客観的経済的基礎としているが，個別資

本的視点からは市場経済とのかかわりあいの点で固定資本に投下された資本

の価値回収の問題として認識される。しかも価値移転が価値回収として認識

されることにおいて重要なことは，生産的労働の意、義が見失われることであ

る。したがって単なる投下資本の価値回収を問題とすることにより，固定資

本概念は変質・拡張され，会計現象としての減価償却の対象及び方法が多様

になるのである。第二に，こうした現実の会計現象としての減価償却が，資本

主義の発展段階に応じて，その営業に果たす役割を積極化、し，独占段階におい

ては資本蓄積のための有力な槙粁となっているということの論証。そして，第

一点の把握なしには，第二点の指摘は不充分にしかなされえないのである。

木村教援，馬場教援は論理の「具体化」の問題として第一の点に重点を置

き，宮上教援は企業会計の歴史的規定性の問題として第二の点に重点を置い

ているということができるであろう。しかしながら，この両側面は相補われ
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る必要があるのではないだろうか。

1) K.Marx， Das Kaρital. Bd II，長谷部文雄訳マノレクス『資本論』第二部，青木

書庖版， 207頁参照

2) 同上書，第二部， 204頁

3) 同上書，第一部上， 368頁

4) 木村和三郎『新版減価償却論j，1965年， 5~7 頁

5) 向上書， 10頁

6) 馬場克三『減価償却論j，改訂増補版， 1956年， 4~5 頁

7) 向上書， 12~13頁及び20~21 頁

8) 馬場克三「減価償却論J~近代会計学大系 Xj ， 1968年， 117頁

9) 向上書， 119頁

10) 向上書， 126頁

11) 宮上一男「企業会計制度の構造j，1959年， 52~63頁

12) 宮上一男『企業会計の理論J，1965年， 281頁

13) 宮上一男編「日本の企業会計j，1970年，同教授による第一章「序論J，14~15頁

14) 会計学の対象が「現実の公表会計とその理論」だけであるのか，または経済過程

をも含むのかについては議論の多いところである。馬場克三教授は次のようにい

われる。「個別資本循環過程そのものは会計的方法の客体であっても， 直接，会

計理論の対象であるのではなし、。ただ会計理論はその研究対象である会計的方法

を問題とするに当って，その会計的方法の客体がもっている論理を明らかにして

かかる必要に迫られるところから，個別資本循環過程の解明にとり組んでいる」

のだ。しかも「個別資本の循環過程から解明できる計算構造を企業会計は基礎に

もっているjo(r会計理論における個別循環説j，~会計j，第 100 巻第 4 号， 10~ 

11頁， 14頁〉。また内川菊義教援も次のようにし、われる。 r~ある会計方法』のもと

に算出される制度的利益が『あるべき会計方法』のもとに算出される現実的利益

から， "、かなる過程をとおっていかに変移しているか，というその変移の質と量

を明らかにすることが必要で、あり，かかる考察を基礎とし前提とすることによっ

てはじめて，企業会計制度の資本主義的機能・役割したがってまたその存立の合

法則性も，これを明らかにすることができるj，(r個別資本循環説と会計制度j，

『会計」第102巻，第 1号， 74頁)

15) 宮上一男『工業会計制度の研究j，1952年初版， 19印年再版， 225頁

16) 向上書， 295頁

17) 向上書， 278頁

18) 同上書， 280頁

19) 木村和三郎，前掲書， 7頁
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20) 向上幾多 48~49頁

21) 向上書， 50~ ， 53Jえ

22) 向上線， 52主主

23) 向上議， 55頁， 67頁

24) 均二ヒ害ラ 58亥

25) 同と議委， 72資

26) 向上番， 57頁

27) 向上警， 68~ 

28) 馬場施主 f減価償却論ぶ 2~

29) 向上書， 13頁

30) 向上塗， 15J支

31) 向上警察， 16Jを

32) 問…i二番， 33頁

33) 向上察， 33]託， 37~ 

34) 別府司ミ十郎ヂ減価償却の理論J，1968年， 7O~73~，ここで別府助教淡は， r過大
{険刻]は資本の回収で、はなく科演の際保であるJ(同議， 73J気〉といわれている。

35) 宮上一男?漁業会計制度の機滋J，62~ 

36) 向上筆書， 55~56京

37) 問j二番， 56頁

38) 営上救援の説明に対しては，篠原助教緩から燃に批判がなされている。〈緩jぷ三

良H議室術償却議きの分本rr後jfjJ，汲代会計学の理鈴ふ 1967年， 61~民主主〉。

ただし篠原助教援の間論文rpの木村・潟場問教授に対ナる批判については，

筆者は次のような疑問をど持っている。篠原助教療は問教授をど，ほんらい存不足しな

い「転化問題J~惣定したとして批判されヲ月創出の諮題に関主主して明らかにな

ったのは「本質と現実の主役離Jであるといわれる。しかしこの議縦の必然性を鈎

らかにすることこそ大切なことで、ある。しかも助教授が指摘されるように，問教

擦はこのニつの計算を滋択の問題として扱っているわけで、はなし、。社会総資本的

にみればrJ泌総移転jであるが，ーとi匂した俄足立資本的視点で、は本来 riIDi1直回収Jと

なっていると説明されている。篠原助教授の批判な的会得ていないので、はないだ

ろうか。

このぷについての研究は数多くの起立身さを残している。たとえば，;7(のようなもの

があげられる。中村喜主主主「資本議療と減価償却J，tr資家蓄積と:il>:業会木村和
三三良持続， 所JfX:， 及び

所収。津守常弘「オットマ…ノL・クラッチ

におよぽす減締役郊の作用心，下立命慾経営学J1-20 佐藤博明 ro-クラッチ
滅締償却議J，tr訟総研究 16-3ぺ。主進藤一久「クラッチ減価償却諭のJit学日;J，
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『大阪産言葉大紀要j210 

H 減価龍邦義金の「拡大効果j

したように箇定資本は独問的な儲緩流通様式をとる。

はその使用形態において流通ナるのではなく，そのi価{磁のみが設立通するので

あり，しかもその価植は菌定資本から生産物に移行するにつれて瀬次的・断

片的に流潤する。このような独自的稿短流通により臨定資本は独自的回転を

る。「環物形態での閤 よって失う綴健部分は生産物の葎鋭部

分として流通ずる。生産物はその流通により商品から策幣に転形ずるJ。

資本の僅績は生産物に断片的に附加する価値部分の実現によって，断片的か

っ滞日次的にのみ貨幣に転7惨され流通からヲIJ二げられる。したがってこの貨幣

部分は協定資本の漸次的態毅填補分である。この鵠定資本の{面龍の貨幣への

率三形は，その髄穫の担いそ子たる l可じくする。

そのために自緩資本の髄龍の一部分は， る間定緊本の現物形

態に縛りつけられたゴどまであり， f髭の一部分はこの現物形態から貨幣として

分離するJだから労働手款の髄盤はし、まやニ援の実存をたもつ」ことになる。

しかるに，労働乎段の現物形態への貨幣の再転形は労働手段が全部的に消耗

したときに初めて行われる。高品の実現と歩謡番cl湾じくして貨幣へ転形され

た間短資本の締{車部分は，貨幣から現物形態への再転形の時題点で，

つては箕幣準備金の形態で警察稜される。この機構金が減価償持法金である。

このように，霞議資本の独自的罰転機式によりその価鐘補壌と素材補壌と

は時掲釣に分裂させられているc その結果，滅髄毅却基金一一語龍補壌と

材補撲との分裂によって遊離された註された貨幣資本」一ーは，

一定期爵舟(索材補撲の時まで〉自由に使用できる貨幣資本となる。ここに，

j成欄償却蒸金を労観i手段たる回定資本に却時時投下寸ることにより剰余髄f窓

の寮本への転化なしにより多くの労働手段合使用できるという，いわゆる誠

鏑償却基金の「主主大効果Jが問惑となるの ωである。こ
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大効果jは，マノレグス.=ンゲノレス効果引をarx-EngelsEff味。 ともロー
マン・ノレブチ効果 (Lohmann-RuchtiEffekt)とも呼ばれている。この鵠題

については数多くの論議がなされているのであるが，前挙で考察した減価償

却の本質把撮会議礎に検討するならばなお不充分と患われる点がある。した

がって，次にこの「拡大効果jの内務とその意義につい してゆくこと

る。

(1) マノレタスとL ンゲ/レスの考察

マルクスは， 1862年8月のニLンゲノレスへの手紙の中で多議{話機公p基金の再

生産拡張のための使用について次のような疑需を投げかけている。

「一事業の開始のさいの機械設織を 12000ポンドと仮定せよ。それは平持

して12年で消耗するものとする。その場合毎年商品に1000ポンドの鵠僑が付

加されれば，磯械の{姉格は12年で支払われてし、る。……だが実際にはこれは

ぎなL、。 12柔;三の寿命があるとしづ機械は， 10年生きるとか

変えるとかし、う馬と需じようなものだ。それは10年後十こは新潟によっ

dれなければならないとはいえ，それが毎年間分の lずつ死んでいくという

の時，現実にはまちがし、だろう O ……し、ずれにせよ， 12年罷毎年12分 lのず

つ機械の現物で補i長される必要はないのではないか?そこで毎年機誠の12分

のl会補填するこの基金はどうなるのか?実際には再生産の拡張のためのー

いのか，収入の資本への紙北ということはすべて別として?

この基金の存在は，資本家的生産が発展しており，したがって，多議の固定

る国ではそうでない関に比して資本の議積される率が非常に

異なるニとを，部分的に説明するもので誌ないのか?ふ

さらに，マルクスは 6年後の品ンゲノレスへの手紙のやで問じ開題について

次のように問うているo

「盟定資本誌，たとえば10年後にはじめて現物で補填することが必要にな

る。そのあいだはその鏑値はそれをもちい された蕗品の販売につれて

一部分ずつ漸鴻的に帰ってくる。調定資本のこの漸増的還流は

の素材形態において，たとえば機繰として，死んだときに，その補填
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その他は部として〉のためにはじめて必要になる。しかしそのあいだは資本

家はこの逓次的還流分を手のなかにもっているσ 僕は4年誌に殺に蕎いた，

僕にはこうして一つの蓄積益金が形成されるように盟、われるのなぜならば，

資本家は灘流した賞幣毛r，それで総定資本を謹填ずる誌に，中間期間にも

用するからだ，と。……きて，設は，工場主として，器定資本が現物で様壊

されるべき時期以前に君たちは固定資本の還流分をどうするかを，知ってい

るにちがし、なし、。そこでこの点をく現論なしに，総特に実際的に〉撲に答え

てくれたまえ」。

この跨に対して，ェンゲルスは1000ポンドの磯鱗を10%ずつ10年関で華芝公p

るという場合について，二つの部をあげて答えている。

資本家はこの蓄積護基金を利子が年5%の預金にすると仮定する。

そうすると， r寂が点い機械なあらたに様壊しなければならない日に， 彼は
1000ポンドで、はなく， 1252ボンド11シリングをもっjことになるであろう。

第ニに，資本家はこの貨幣を毎年ただちに幸好機械に投ずるものと前提

る。そうすると次のようになるJ彼はももろん機接設備で1000ポンド以上の

鏑{度合もっていない〈そして彼はそれ以上をもちえない，というのは，被は

ちょうど磨損分の姉飽だけを投資しており，したがって機械設備の総様緯は

ここの過程によって拭増大しえない
第一例 凝新基金安全手科5%で積立てる場合

一一l から〉。しかし彼は年々畿の工場を利子l
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拡張しており， 1口1年詞の平均で

した機誠を

している。したがって段初の

1000ポγ ドをもってするよりもか

なり多く生産しかっ儲けている。

〈傍点は筆者〉。彼が紡綴業者であ

り 1ポンドは11趨の紡錘と前結

機とを代表するものと仮ま立すれ

ば，彼は平均では1000錘ではなく
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第二例 く機緩に投下する場合

年月日 新 投 資 機 t員長終

1856 1/1 鱗入機械 .s 1，000 

1857 1/1 役会¥JIO% £ 100 £ 

1858 1/1 償却10% .s 1，000 a 100 803五 £ 

a 210 

1859 1/1 I 後却10% a 1，000 a 100 a 

1860 1/1 I 償却1防
£ 331 

.s 1，000 a 100 a 53 

a 464 
1961 1/1 I償却10% a 1，000 a 100 a 73 

46 

£ 510 
1862 1/1 償却10% .s 1.000 a 100 40%1 a 97 

a 610 a 61 £ 161 

1863 1/1 償却10% a 1， 000 .s 10ヨ 30%1 a 124 

i 1864 1/1 1 償却10% a 1，000 a 100 20%1 

a 1，1ヰ3

1865 1/1 償却10% .jo 1， 000 al 00 10%i a 193 

1866 1/1 償却10% a 1.000 a 100 0%1 a 236 

新機械の名目飯値…日 H ・H ・-…い H ・H ・....…・ £し593

新機械の爽号室締鐙・…...・ H ・...~. ………・..............・ H ・……....・ H ・.....・ H ・..a1. 

〈マルクス 上， 166~168þO 
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1449錘をもって紡績したので、あり，そして最初の1000錘が廃物になったのち

1866年 1月1日にはその聞に購入された1357錘と1865年の償却分236とを加

えて1593錘をもって新年度を開始する。だから彼は償却分の投資によって，

古い機械を処分ししかも彼の本来の利潤を 1銭も新設備に投下することに

なしに，機械を60%増すことができたわけだ」。

エンゲ、ノレスのあげた第二例によると， 1856年元旦に1000ポンドの機械を購

入し，翌年の元旦に10克の償却基金を設けこれで機械を購入すれば， 1857年

には1100ポンドの機械が稼働する。このように償却基金を10年間即時再投下

し続けると， 1856年から1865年までの10年間の延稼働機械は 15934ポンドと

なり，平均1年に1593ポンドの機械を使用していたことになる。(ェγゲノレス

の計算では11年平均1449ポンドとなっているが，これは単純な計算誤りでる

ろう〉。

そして，この「拡大効果Jについてのマルクスの見解は， Ir資本論』第H巻の

次の言葉によって要約されていると考えられる。「固定資本は生産過程でひき

つづき現物で作用するとはし、え，その価値の一部分は，すでに平均磨損に応じ

て生産物とともに流通して貨幣に転形されているのであって，その資本が現

物で再生産されるまでの期間はその填補のための貨幣準備金の要素をなす。

固定資本のうちかように貨幣に転形.されたこの部分は，事業を拡張するため，

または機械を改良してその効果を増進するために役立ちうる。かくして早か

れ晩かれ再生産が，しかも一司社会の立場から考察すれば一一拡大された規

模で、の再生産が行われる。生産部面が拡張される場合には外延的に，生産手

段の効果が高められる場合には内包的に。この拡大された規模で、の再生産

は，蓄積一一剰余価値の資本への転化ーーから生ずるのではなく，固定資本の

体から分離して貨幣形態をとった価値の，同種の新たな一一追加的な，さも

なければいっそう効果的な一一一固定資本への再転形から生ずる」。

以上のマルクスとエンゲルスの考察によって，われわれは次の点を確認す

ることができる。①減価償却基金が個別資本家によって銀行預金とされ利子

を受けとる場合が，エンゲノレスの第一例としてあげられている。これは減価償



60 (654) 経済学研究第23巻第4号

却基金が個別資本家の手元で追加資本として機能するには小さすぎる場合に

信用制度によって貸付資本として機能させられ，産業利潤からの分け前であ

る利子を受けとる場合である。②減価償却基金を新機械に即時再投下する場

合が，エンゲルスの第二例としてあげられている。彼はこの場合には機械設備

の総価値は増加しないけれども(なぜなら磨損分の価値だけが投資されるの

で、あるから)，機械設備の台数が増加することにより前よりもかなり多く主産

しかっ儲けることができると云っている。ただし，エンゲノレスの考察は個別

資本的観点からに限られており，総資本的観点からは何の言及もされていな

い。③マルクスは減価償却基金の再投下(事業を拡張するため，または機械・

を改良するため)が社会の立場からみて再生産を拡張する(蓄積とは異るが〉

と云つでいるO 彼は社会総資本の観点からも再生産の拡張を認めているとい

うことできる。したがって， 1862年8月のエンゲノレス宛の手紙で、述べた考え

を基本的に変えていないと考えられる。

しかしながらJ拡大効果」をめぐるマルクスとエンゲルスの考察を検討し

ても次のような疑問が残るのである。①減価償却基金の即時再投資による再

生産の「拡大」は蓄積一一剰余価値の資本への転化一ーから生ずるのでない

のであるから，どのように説明されるべきであろうか。蓄積なしに機械設備

の台数が増加し前よりも多く生産しかっ儲けることができるとはどういうこ

となのであろうか。②この再生産の[拡大」は個別資本的観点のみならず，総

資本的観点からもいえるのであろうか。そしてこれらの問題点をめぐって，

戦後の日本における減価償却基金の「拡大効果」論争が生じたといえるので

ある。この論争の出発点はフライブノレグ大学のローマン教援による船舶会社

の減価償却基金の即時再投資による船舶の増加の提示にあるが，この例は数

字こそ変われエンゲノレスのあげ、た第二例と殆ど同じことを云っているからで

ある。次にこの論争を整理し，検討してゆこう。

(2) I拡大効果」についての諸見解

減価償却基金の「拡大効果」についての諸見解は，これを否定する立場sの

久留間鮫造教援，林直道教援，佐藤博明救援等の見解と，肯定する立場の馬
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場克三教援，別府正十郎助教援の見解の大きく分けて二つに分類できる。

久留問教授は次のようにいわれる。減価償却基金が資本蓄積のための基金

たりうるか，とし、う問題を検討する為には，まず，r蓄積」と「拡張」の概念
は必ず、しも一致するものではないことを認識するべきである。そして，マル

クスが，減価償却基金を[蓄積基金」と呼んでいるのは明らかに言葉の誤用

で、ぁ20また，この基金が更新に使用されるまでの期間中，生産拡張のため
に流用されうるとしても，実際の更新時には再び投下していた基金を回収し

なければならないのであるから，この流用は不可能であろう。しかし例外と

して，部分的更新を許す固定資本に投下される場合には，拡張が実現しうる

ということができる。ただし，これは特殊の場合であって，r固定資本の償却
基金は一般的に生産の拡張に利用されうるとは考えられないのである(ここ

では無論信用制度は除外して考える)J。

また，林教授の云われる要点は次の通りである。「減価償却の本質が…・・・固

定資本磨損部分の価値補填で・…・・ある以上，これを再投下しつづけたとこ

ろで，それは磨滅したものを埋めあわすだけであるから，固定資本の拡張と

いうことが生起するはずがなし、。そこから生まれるのは規模不変の再生産・

単純再生産にかぎられる。…...拡張が生じるためには・-…剰余価値の一部が

資本にくりこまれ蓄積の行われることが必要なのである。……剰余価値の資

本への追加投資なしには，いかに償却基金をひねくっても，そこから拡張は

生じてこない」。エンゲルスの第二例の表を継続してゆくと， 39年白以降は機

械台数1820，新規購入182台，廃棄機械182台となり機械台数の拡張は停止す

る。このことはJ機械の実質価値総額は同一であっても，それが経過年数何

年の機械に体現されているかによって，さまざまの台数の機械となってあら

われうる」ことを示す。したがって，r拡張再生産の実体は固定資本の特殊的
年令構成から正常年令構成への編成替」である。それは，r明らかに一種の

『拡張』ではある。けだし，機械台数が増大する以上，いかに実質価値は同

一不変だとはし、ぇ，生産能力は増大し，より多くの価値を生産物へ移転する

からである。だが，それは通常の意味での拡張再生産とは全然異なり，固定
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資本特有の価値のニ重存在，<(二議人格》性にその根拠をもっ特殊な現象勺

あったのであるO われわれはこれを一般的に拡張再生産と呼ぶことはできな

いと思う。けだし，社会の綿々の部阪でこの橡の E拡張Jが生じているとす

れば，同時に他の部部では，反対の f綴小』が生じてし、るはずだからであ

るムしたがってJ社会的再生議全体をとってみれば，一方の拡張現象は他方

の縮小現象によって相殺され，結路，減{務{陵却基金による F拡張手存命隊j 0) 

仮象は消えうせてしまうのである

このように，久留問教援は部分的更新さと許す場合にはf蓄積jとは異る f拡

張Jが実現ずるが一般的場合とはし、えないと云われ，林教援は部分的更新が

可能な場合こそ当該の間関であると認、められたうえで，機械台数の増加によ

り一種の f拡張」はあるが単純再生産量の前捺のもとで、立一方の「拡張jは他

「縮小Jと拐殺されるといわれる。両教授とも社会総資本的観点では

「拡張効果Jを否定されるが， 1慰問資本的観点では「拡張Jを認めておられる

のである。しかし林教築時この「拡大効果jを認めることにより，巨額の邸

主主資本をもった大企業には自然的に自己金融力がそなわっているのだという

くことを欝戒されておられる。なぜなら，この結論で「蓄積の源は

剰余鶴値"であるとL寸恨本点があいまいにされてしまうJ恐れがあると

ておられるからである。

このような f拡大効果ムi否定論に対し，馬場教護は『減価償却議Jにおい

て「回較法Jと名づける滅f而償却基金のi盗殺資本への即時再投下の方法を説

'明し，次のように「拡大効薬jを認めておられる。…定の限界が存するとは

いえJ画定資本にお去する寵期間値と鵠鑑の分裂の結果，単結な再生産省r意味

するはずの減舘償却が資本の拡大として作用するふそしてこの見解に愛関し

より積極的に考察を深めたのが別府助教護である。駁}教授はエンゲ/レス

摘した実紫謡植が一定であること安認めたうえで次のようにいわれる。この

実紫価値は投下資本額のことであり，この投下資本額は蓄積がない限り増大

しなし、しかし，投下資本額が増大しないこと令もって鰐寵の流通も増大しな

いものとすることはできなし、。投下資本額は同じであっても，その
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めることによって価値の流通量は増大する。すなわち生産は拡大する。

そして，別府助教授は林教授に対して次のような批判をされる。①蓄積と

生産の拡張が全く異った概念であることに気付いていなし、。②単純再生産の

前提の下で拡大が縮小と相殺されていても，これによって拡大効果の社会的

成立を否定できなし、。③減価償却基金が社会的に集中されれば，単純再生産

を維持しながら，貨幣として遊離する蓄積基金が生じ，投下資本の節約に向け

られる。④減価償却基金の拡大効果の問題は単純再生産の条件の外の問題で

あるのに，単純再生産の条件の中で解決すべき問題と考えた為に拡大効果を

否定するに至った。この批判の後で助教援は次のように結論される。①償却

基金の再投下による拡張は，r仮象」や「虚構」ではなく実体的なものである。
生産や使用価値においてのみならず，価値においても拡大されている。②こ

の拡大の本体は固定資本の価値回転量の増大であるO それは固定資本価値の

流通量の増大である。③この回転の増大は，貨幣資本(償却基金〉の遊離をな

くするとし、う方法でなされている。したがって，このような方法による回転

の増大には当然に限界がある。機械が耐周年数の各段階に平均的に分布され

た時が，そのもっとも行きつくした状態で，拡大はここで止まる。④資本の

回転の問題は単純再生産の問題とは別個の問題であり，単純再生産の条件か

ら，拡大効果を否定しえない。

この別府助教授の見解に賛同する馬場教授は，~近代会計学大系X~ の第 4

章「減価償却論」の中で，次のようにいわれている。「減価償却基金の拡大効

果なるものは，その実，償却基金を遊離資本として，滞留せしめることなく

して，これを即時再投資に振り向けることから生ずる固定資本の回転速度の

増大の結果にほかならない」。そしてJ資本の回転の増大により資本の流通価

値量が増大すれば，それに応じて剰余価値の量も増大するものである。した

がって減価償却基金の再投下によってもたらされた拡大効果は資本蓄積を意

味するものといわなければならなしづ。

このように，別府助教授と馬場教援は減価償却基金の固定資本への即時再

投下による「拡大効果」を個別資本的観点からのみならず¥総資本的観点から
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も認めておられるのである。この別府助教援の説明では，投下資本額は一定で

あっても，減価償却基金として遊離した貨幣資本を使用することによって投

下資本の節約がなされるとし寸主張は大きなメリットとして指摘できょう O

しかしながら，両教授の見解に対して次のような疑問が生ずる。①投下資本

が一定であるのに，減価償却基金の固定資本への再投下そのものによって「価

値においても拡大」されるであろうか。②固定資本価値の流通量を増大させ

る主体が忘れられてはいないであろうか。③資本の流通価値量の増大からす

ぐに剰余価値量の増大が導き出されるであろうか。そしてこの疑問の根底に

あるのは，別府同教援と馬場教授の説明においては，固定資本の価値移転を行

う主体である生産的労働の意義が見失われているのではなし、かということで

ある。そしてこの疑問点については次のようにいえるであろう。減価償却基

金は固定資本の体から貨幣形態で分離した固定資本価値の一部分であり，填

補部分である。固定資本は剰余価値を生み出さなし、。したがって減価償却基

金を固定資本にだけ即時再投下しでも，磨損価値を填補するだけで，生産の拡

大や価値の拡大は起こりえなし、。また，機械台数がし、くら増大しようと，そ

の価値移転にたずさわる労働者数が増大しないかぎり，増大した機械は運転

されえない。固定資本の名目的増大は流動的不変資本と，とくに重要な可変

資本の増大を伴わねば現実的な生産力とはならなL、。さらに，もし可変資本

が一定のまま固定資本価値の流通量が増大するとすれば，技術変革による生

産能力の増大を考慮しないのであるから，それ以前は機械設備の運転に必要

な労働者数をはるかに上まわる余分の可変資本投下をしていたことになる。

資本制生産の下ではこのような状態は一般的ではなし、。しかも，もしそうで

あったとしても，固定資本の名目的増加に従い労働の強度が増大することに

なる。しかし労働の強度の増大から剰余価値の増大を導くのなら，減価償却

基金による蓄積なき拡大を論ずる必要はなくなろう。それに，馬場教授がい

われるように，資本の流通価値量の増大は必ずしも剰余価値量の増大と結び

くものではない。何らかの変化によって，今まで2000の不変資本の価値移転

を500の可変資本で行っていたものが， 4000Cの価値移転を500Vで行うよう
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になったとしても，剰余曲組本が不変ならば何らの剰余銀値の増大も生じな

い。また鍔えば，資本の回転が2倍に増大し〈塁手 l@)から 2回に)，あるい

は資本の流通倣綴蓋が2{'知こ増大して，年間の剰余価値裁が2信に増大する

ても，可変資本の嬉緩が一定なら 1患の生産の規模は同じであ

るのこの場合には 1!湿の生還を規模したがって投下資本額法問じで剰余伽{成率

も同じであるが，投下資本の賂転が年1固から 2屈に増加したので窮余縮値

年率が増加した為の剰余価値f誌の増大である。この場合・には廷の可変資本は

倍増している。 したがって， 可変資本の何らかの増加なしには， いくら繁

匝転漉度が増加しようと，資本の流通価値量が増大しようと，剰余価値

じないのである。すなわち価値における拡大は生じないのであ

る。

馬場数援のように，限定資本の題転の増大→資本の流通側値量の増大→剰

余韻値段ぬの増大州議穣というシ品…マで言語関されれば，

泉は人照の労援fから生まれる剰余細胞値であるとし、う綴本;点がi燦昧になってし

まう。したがってJ減額憤却は資本の拡大として作用する」としづ言葉から

は，機被設爾を持って減倍賞錦念行うだけで資本が拡大する，すなわちi機械が

機械を生みひとりでに資本が狐大するかのような誤解を招くことになるo こ

のような毘境z教探の説明の不充分さは，教憶が減様償却の本質把躍において

る。しかも論潔の具体化が進

むに従って， る労磁の意義が見失われ，流通過穏に

があわされてゆくの る。

このような生謹的労働の意義の克落しは，エンゲルスが第二例について，

機械台数の増加→生産の増加→前よりも多く1開けるといっているところにも

みられる。林教授が「機械台数が犠大する以上，いかに実質価値は間一不変

だとはL、え，生産諮/りは増大し，より多くの錦イ誌な生産物へ移転するからであ

る」といわれるときにも，エンゲノレスの言言葉に感わされておられるのではな

いだろうか。いうまでもなく，機械を使用するのは人間であり， ~議定資本の

倒的直の移転ば生践的労働に媒介されるのであるc ニ£ンゲノレスは，機械台数が
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増加するとそれに応じた労{勤務の:増加があり，この増加した労働者からもた

らされる して剰余価値の増加があるというべき ったのであ

;.so この点は後に考察しょう。

より，われわれに明らかになったことは次のと

おりである。久留問教授の云われるように，1蕎捺jと「拡張」の概念試必ずし

も一致しない。しかも，被倒償却基金の「範大効果Jで問題となっているのは

久髄語教援が剖外としている部分的貿新が可能な場合である。そL

とi 支持余{到底の資本へ、

の転化jを行わない単純再生設な前長ずるのだから，一方の「拡張jは忽ゴ

「綴小Jと相殺されねばならない，と云われるのはおかしいことになるJ拡

大JはE塁走緊本の体から分離して貨幣静態をとった様能多すなわち額飽補填

と素材補墳との分裂によって遊離ざれたIí滋~又された寅幣緊本j を即座に一

として投下することによって生まれるJ回収された貨幣資本J

の遊離合なくしいわば投下質本を節約的に使用するのである。この節約的

使用は霞定資本特有のニ重存在に根拠をど持つので‘当然限界はある。この節約

的使用は資本の西経を平め，したがって資本館値の流通量を増大させるが，

p才〕

=平均終損度〉構成への縮成替をもたらし，その時点が限界となる。

しかしながら?固定資本η犠加からは剰余信越の増加さと結論でぎないので

あるから， る しくふまえて「拡大効果j

を説明することが次の問題となる。しかも，品ンゲノレスの第…制tこ;必ける減

鵠犠却基金が銀行額金として利子会受けとる場合ーと，この f拡大効果Jは関

されるべきであろう。第一例でも次の現物補瞬時には活科合計

すると，個別食築家にとっては，拡大された資本投下を行うことができるか

らである。

。) 1拡大効果jにおける労働力の役割
これ支'ê'~こ指摘してきたように.機械台数の増加!→生産の増加→受容j余f面髄

の増加と説明すれば， る。すなわち剰余価値の
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源泉が暖昧となる恐れがあるのである。この点においては，馬場教援の，償

却基金の固定資本への即時再投下→固定資本の回転速度の増大→資本の流通

価値量の増大→剰余価値量の増大→蓄積，とし、う説明も同様の誤りを犯して

いる。この「拡大効果」においては，増大する機械台数を稼動させるための労

働力の増大を考察に入れる必要があるのである。原料の増大も，価値移転の

対象にすぎぬので副次的にではあるが，考慮されねばならなし、つしかし，機械

台数の増加に伴う可変資本部分の増加がとりわけ問題とならねばならなし、。

なぜならば，この議論においては，技術革新による生産能力の変化がないこ

とを前提にしており，また労働の強度も一定と考えねばならないからであ

る。

上の前提のもとでは一企業における機械台数と労働者数の比率は一定であ

ると考えられる。すなわち，資本の技術的構成は一定である。したがって，

エンゲルスの第二例のように， 1000錘の紡錘を稼動させていた企業は10年後

に償却基金によって2357錘に増加した紡錘を稼動させるためには2倍以上の

労働力を雇用する必要がある。もし労働力の増加がなければ，紡錘が増加し

でも稼動する紡錘は不変であり(少しは弾力性があるとしても)，増加した紡

錘は遊休設備となり，生産物の量も増加しなければ翌年の追加の減価償却基

金も生じないことになる。そうすれば云うまでもなく，毎年の紡錘の増加は

100ずつであり， 11年目には廃棄された設備に代わって，毎年の減価償却基

金 100によって購入されていた未使用のままの合計1000錘が使用されるであ

ろう。この場合 1年目から10日年まで投下資本は一定ながら固定資本の名

目価値においては増加しているが， 11年目には実質価値のみならず名目価値

も元の1000ポンドでしかないことになる。このように，減価償却基金を固定

資本にだけ投下することを想定し，固定資本の名目価値(機械台数〉の増大

を「拡張」ということは機械を操作しその価値移転を行う生産的労働の意義

を看過することになる。生産力の要素はあくまでも生産用具と労働力であ

る。しかも現実的な生産力となるにはこの両者が生産過程で、むすびあわされ

ていることが必要なのである。
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したがって，労働力の増加と原材料の増加を考慮してこそ，増加した機械

は稼動し多くの生産物を作り出すことができ， また減価償却基金は漸次増大

し，即時再投下によってさらに機械台数と労働者数を増大させることができ

るのである。そしてこの労働力と原材料の増加の為に必要な貨幣資本は，利

潤の資本への転化がなし、限り，現実的には企業の外部から調達するか(株式

・社債の発行，或いは借入により)，または減価償却基金の一部を当てるかし

なければならなし、。名目的固定資本が増加したら， それに見合う労働対象と

可変資本が一定の比率で増加しなくてはならなし、からである。企業の外部か

らの資本調達を考慮しない場合には，減価償却基金は一定の比率で機械及び

原材料及び労働力に配分して投下されねばならなL、。この場合にはそれだけ

機械台数の増加， したがって減価償却基金の増加は緩慢になる。しかし，毎

年の減価償却基金のうち労働力の増加に当てられた部分からは剰余価値率に

変化ない限り追加の剰余価値が生まれる。 したがって，減価償却基金をいわ

ば追加的にはじめの比率で不変資本と可変資本に配分して投下すれば，元の

総投下資本額の価値は変化ないにも拘わらず固定資本の価値は相対的に減少

し，可変資本部分が増加して，生産量が増大し，剰余価値量が増大するο け

だし，固定資本の価値は減少しでも， その名目価値はt島大し，労働によって

名目価値の10分の 1ずつ生産物に価値移転されるからである。この生産量の

増大，剰余価値量の増大はあくまでも労働力の増大に比例して現われるので

あり，機械設備数の増大それのみに比例するものではない。

ここまで考察してくることにより， われわれは「拡大効果」をより明確に

理解することができる。すなわち減価償却基金を一種の追加資本として即座

に一定の比率で機械設備，原材料，労働力に投下すれば，元の総投下資本額

に変化がないにも拘わらず，労働力の増加によって生産量が増加し，したが

って剰余価値量も増大する。すなわち総投下資本額一定にもかかわらず生産

は拡大(拡張〉する。このことはっきつめれば，減価償却基金の追加的投下

が投下資本価値の不変資本と可変資本への配分比率をかえることからもたら

されたのである。すなわち不変資本たる固定資本の価値部分を小さくし， そ
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の分剰余額{践を生み出す可変資本の{附値を大きくしたのである。資本絹生産

は利潤追求を目的としている。 ~f額制資本内で減価償却基金の一時的資幣資

としての遊離合なくし，これ宏刻時に，…重重の追加資本として運用恥するこ

とにより，剰余髄植をさたまない協定資本部分に投下された投下資本の価値の

一部合鱒余銀銭を生む可変資本部分(労働力へ投資された価値部分〉

ことができるのである。総投下資本綴の{図鑑は一定でも不変資本守部分な小さ

くし可変資本部分合大tこすれば，君主j余i面{底ネ…定と諮挺されているのである

から，当然窮余鶴銭量も増大するのでるる。したがってぷ号、誤率も増大する。

これこそ資本にとっては投下資本の節約，すなかち不変資本の節約となる。

このような不変資本の節約は，箇定資本の特有な性格により，使用価憶とし

ては生産過殺に緊縛されていながら側値としては部分的に流滋するというこ

とにより，可能になるのであるO そして，このような不変資本の節約は，箆

走資本のこ重存伐をもたらす特有な性格に根拠を毅くのであるから 2 限界が

あることは基本能に法林教援，剖清助教授，高須賀教授などが考襟さ

りである。ただ減価最安部基金が画定資本のみならず，流動不変資本及び可変

資本にも配分して投下されるので，これまでの考察におけるよりも，儲定資

本の名呂鎖飽及び減器龍邦議全の増加の割合が小さくなるであろうっ

それではこのような投下資本の締約による生産の拡大は， とどう

うのであろうかJ蓄積jは繋余繍値の資本への転化である。ここで問題とな

る生産主の拡大は，一定額の総投下資本の内容組事委すなわち毘定資本を節約し

て湾設不変資本と可変資本に追加することにより，増加し，た労離方から増加

した剰余{断産が生まれる現象である。この場加した剰余館鑑が資本家の個人

的消警にむけられれば， じなL、。この場合は総投下資本鎮の錨伎は

相変わらずー認である。したがってこの意味でtま単純再生産が続くことにな

るc 信用制度合考慮に入れなければ，減{凶喜芝公p基金を即時再投下していなか

った時に比べて，投下資本額に変化ないにも拘わらず，生産は拡大し，務余

側寵最も場加している。けだし剰余価植を生まない組定資本部分の緩{患を節

約し剰余{闇値を生む可変資本部分の短積雪Y増加しているからであるO それ放
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この{底部資本的観点から行われた生産拡大は， I湾持に社会的観点からのそれ

であるつもしき信用議u度を考慮に入れるとすればJ'信用鱗安一一ーそのもとて、

は，鱗議会ヲ・追加的に遊離された各貨幣が直ちに能動的に追加!約貨幣資本と

して機能させられる一…においては，一時的にのみ遊離されたかかる貨幣資

本が緊摸されて，たとえば新企業 iのために役立ちうるJのであるから，

に偶別資本的観点から考察した生産鉱大は，社会総資本的に行われていると

考えられよう。なぜなら信用舗震が前提されてし、れば，これまでに問題にし

てきた減価償却基金は，社会的な闘定資本の節約，つまり社会的に築中されて

鴻加的に生産のために既に活用されているからである。エンゲ、ノレスの第一到

において減価償裁選記念を個別企業が銀行強金にして利子を受取るのはこの場

る。この場合でも減錨号室却基金が個別企業内で逃加的に投資するのに

認すえる単位の大きさならば，その企業内で追加的投資として使用されるο な

ぜなら，科j寓の方がその分け龍である利子より大きし、からである。したがっ

て，誠価償却基金が企業内で使用されようと企業外で使用されようと，社会

的には生設の拡大は悶じである。そして， 1関民企業家がこの号車i余韻鎮の主義

加分を翌年の再生殺;課長合時に投降下資冷誌に組み入れれば混然蓄積が主主ずるが，

私的に消費する限り投下資本の総額龍には変イ乙がないのである。このように

生産の拡大と蓄積は向じ概念ではないっ薬績がなくても，阪i定資本の節約的

使用=減綴鑑却さ£金の即時再投下によって生産は拡張し得るのである。しか

もこの事が可能になるのは，間定資本の独gの価{直流通様式により 3 この国

定資ヱドの価綴補填と紫材補壌とが時開的に分離し，

潜在的貨幣資本ニニ貨幣形態をとるー穫の答積〈本来の意味の使い方ではな

¥，，)基金一ーが生ずるためである。この基金は問主主資本にだけ投下されるの

ではなく，追加治生産tこ必華客な不築資本と可変資本に投下されるのである。

マノレタスが，この f追加資本は本滅的資本とまったく認じように分され

というようにである。この固定資本備鐘の一部分会追加的資本として使

用するために，全体に;おける出定資本の割合が小dくなるのである。

以上のように減額壁却基金の「拡大効薬jを解明するならば，減価償却装
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金の長号待薄投資によって生産が拡大されることを翠めでも，林教授が怠燥さ

れるように，蓄積の源泉が剰余価憶にあることを駿球にすることにはならな

い。それどころか，減締償却基金の即時再投下は， ~認定資本会節約し必然的

に労働力企増大させ，この増大した労働力が剰余儲龍を増大させるというこ

とにより，人間の労働のみが支持余価値をど生みこの剰余価値の資本への転誌の

みが蓄積をもたらす，ということを再篠認させることになるであろうο この

ことをど確認したうえならば，滅題償却基金の郎待投資は生産を拡大する，カ

ッコを取りはずして拡大効果をもたらすといえる。これまでに f拡大効果j

とカッコ付きにして来たの法，提米の「拡大効条叫を認める立場=は，機嫌が

J機械を生むことを認めているかのように，固定資本への郎持投下の

にしF 生産的労働の蕊畿を見失わしめるものであったからである。

また，都留教援法次のようにいわれているの「剰余嫡値以外か

され， {I間{底移艇部分であるところのものが，さ色濃力拡大に使われること

になるのであるかぎり，技術変革がないにもかかわらず髄盤民係の変化をも

たらし試しなし、かという点Jが問題として残るとO しかしながら，総投下資

本のうちの不変資本と可変資本の{部議比率は変化するが，資本の技術的諮成

に畿北がなく，できあがる 支れる鹿及び、その不変資本と

可変資本の比率には変化が生じないのではないだろうか。なぜならば，これ

までの考察からすると，議定資本の価値移転量の増大と

と支持余姑値の増大法全て比例しているから

る。

これ支で述べてういた減髄償却基金の追加的変本としての即時再投

よる，総投下資本額一定のもとにおける生霊の拡大の例なあげて示して

おこう。まず総投下資本額の価偵団，000とし，このうち機械設舘(耐周年数

日年と仮定〉に15，000，原材料に500，労{動力に500を投下するものとする。

そして原材料及び労闘力は年に 1度部転するものとする。また剰余価f氏率は

100%とする。そうするとヱ年目

される。

と より
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狸年の初め機綾設備の価値は13，500となっており，減額捜索p基金1，500と

材料部分及び労働力部分各500が貨幣に義化しているのしたがって 2年目に

減価償却基金1，5∞会追加的に投下するものとすると，機械設備に16，000分

の15，000，燦材料に16，000分の500，労働力に16，000分の500の比率で配分さ

れることになる。そしてz年協の舘{底流通量と遺物の結額は(2)式により

わされるο

(2) 加十持=2187.4C+546.8V十546.8m口 3，281

をo (1，500+500) C十500V十500m昌弘000
I .. _M~ 15 1 0.5¥O.ら
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ハロ
+二三・にm=(140.6+46.8) C+46.8V十46.8m芝公281
16 

と(2)式合比較してみれば，可変資本が46.8だけ機加し，

の{総額移転分は187.4だけ楠加し，繋余鏑憶も46.8だけ場加しでいる。あきら

かにきた建物の増大(3000治るら3281へ〉が総められ，務j余{illi憶も増大している。

しかもこの君事j余題伎の;犠大は労働力の機大によりもたらされたことは明磁で

ある。しかしながら 2年院の初めの総投下資本は磯挟設備13，500+1，406.4， 

緩材料500十46.8，労強力500十46.8であり，合計16，000で変北していない。

ただ，機械設轄の価慨が15，000から14，906.4に93.6だけ節約され，この分が涼

材料に46.8，労鱒力に46.8と配分されたので、ある。したがって，総投下資本

額の韓議一定の前提の下VC，すなわち蓄積一一乗せ余偶値の資本への転化一ー

なしに，投下資本内の由主主資本の鰭約がなされ，可変資本の増加に比例した

剰余綴i進撃の増加が生じたのである。うえのように蓄積がなくても

大は生じるのであ

また 1塁手自に 3，000慢の生産物が製浩されたとすると，

部{直は 1であり， 21cT三自には生蕗:物3，281綿製造されるが，やはり生産物1単
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位の価値は 1である。しかも，生産物 1個が含む不変資本と可変資本の価値

比率にも変化はなし、。したがって，上のような減価償却の追加的投下による

生産拡張においては，生産物の価値に何ら変化はもたらされないといえるで

あろう。
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償却政策Jl， 1960年， 100-101頁〕

21) 拡大再生産についての考察において，豊倉教授は追加的固定資本を考えに入れる

ときにはそれにかみ合う追加的流動不変資本および追加的可変資本が必要である

と，指摘されている。(豊倉三子雄『産業循環論Jl， 85-86頁。〕

22) 企業の外部から資本を調達して，減価償却基金部分は固定資本にだけ投下された

としても，減価償却基金が一種の追加的資本(原材料及び労働力への投下を含む〉

の一部分として使用されたので、あり，同じことがし、える。

23) 流動的不変資本に割当てられる分だけ小さくなるが。

24) マルクス『資本論』第二部， 683-684頁

25) 都留重人・高須賀義博「再生産表式と悶定資本の補填J，r経済研究Jl，第10巻，第
4号， 344頁

26) ただし この例は， 必ずしも良い例とは云えないが。 この例で， もし機械設備

1，000台を購入し，これを稼動させるのに50人の労働者が必要で‘あったとすると，

2年目の増加台数は9台，増加労働者数は4人ないし5人となろう。

結びにかえて

小論においては，まず，減価償却の客観的経済的基礎及び本質について考

察した。ここにおいては，減価償却の客観的経済的基礎は固定資本の特有な

性質に基く独自な価値流通様式にあることを確認し，しかも減価償却の本質

を把握する際には固定資本の価値移転を媒介する生産的労働の意義を看過し

てはいけないということを確認した。

次には減価償却概念の拡大及び歪曲の根本原因は，固定資本概念の誤った

把握及び固定資本の価値移転を媒介する生産的労働の意義の軽視または看過

にあるということを確認した。

さらに，以上の減価償却の本質把握を基礎に減価償却基金の固定資本への



減価償却の木質と減価償却基金の「拡大効果」 佐藤 75 (669) 

即時投資によるいわゆる「拡大効果」を解明せんと試みた。

ここにおいては，減価償却基金が生産の拡大をもたらすのは，固定資本に

のみ投下されるからではなく，これを追加的資本として従来の資本の技術的

構成にしたがって不変資本と可変資本に配分して投下することにより，投下

資本額一定の下における相対的な固定資本の節約そして可変資本の増加をも

たらすからである。生産の拡大は労働力の増大による剰余価値量の増大によ

ってもたらされたのである。このことを明確に指摘するならば，減価償却基

金の拡大効果を認めようとも，蓄積が剰余価値から生ずるということを暖味

にする恐れはない。かえって労働力の使用のみが剰余価値を生み出し，この

剰余価値の資本への転化が蓄積をもたらすということを再確認させるのであ

る。

投下資本額の総価値に変化なくとも，価値比率が変わり，固定資本部分が

節約され可変資本部分が増加すれば，剰余価値率一定のもとでは，剰余価値

量は増大する。蓄積はこの剰余価値を資本に転化しないかぎり生じなし、。資

本家が増加した剰余価値を私的消費に向ける限り，次の生産の初めの投下資

本額の価値は一定である。ただ，次の年以降累増する減価償却基金を追加的

資本として使用してゆくことにより，投下資本額一定のもとで相対的に(固

定資本部分が反対に価値減少する〉可変資本部分が増加し，剰余価値量も増

加してゆくであろう。しかし，この追加資本として使用される貨幣資本は固

定資本の体から分離して貨幣形態をとった価値であり，したがってこの蓄積

なき生産の拡張には限界がある。この限界はやはり固定資本が平均磨損度に

達した時点であろう。また，剰余価値量が増大したら，資本家はこれを資

本に転化する場合が多いであろうから，蓄積がなされる可能性は強し、。しか

し，あくまでも蓄積と拡大とは区別されるものである。

また，固定資本の回転速度の増大→資本の流通価値量の増大は，固定資本

の価値移転を媒介する労働力の増加によって結果としてもたらされるのであ

る。結果的にみれば，減価償却基金の追加的資本としての使用は，固定資本

の回転速度を増大させるというよりは，総;投下資本の回転速度を増大させ，
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利潤率を高めるのである。資本の流通価値量の増大は必ずしも剰余価値の増

大と結びつくものではないし，ましてや，資本の流通価値量の増大→剰余価

値量の増大→蓄積と説明されれば生産的労働の意義は見失われてしまうので

ある。

さらに付言すれば，減価償却の本質を把握することなしには以上のような

減価償却基金のいわゆる「拡大効果」についての深い考察を行いえなし、。し

たがって経済過程における「本質」を正しく把握してこそ， r会計論理による
裏づけの合理化lを得た現実の公表会計とその理論の性格及び役割をより明

確に指摘しうる，ということができるであろう。


